
外務省 平成２７年度省庁別財務書類の概要 

 

 

 

（カッコ内は前年度からの増減額） 

（貸借対照表） 

・出資金 9 兆 3,927 億円 （+1,304 億円） 

独立行政法人国際協力機構  

9 兆 3,192 億円 (+1,314 億円) 

（業務費用計算書）  

・委託費等     5,382 億円 （+576 億円） 

政府開発援助経済開発等援助費 

                    1,662 億円 （△181 億円） 

政府開発援助経済協力国際機関等拠出金 

                    1,636 億円 ( + 233 億円) 

緑の気候基金拠出金        385 億円 ( + 385 億円) 

 

・独立行政法人運営費交付金    1,699 億円 （△47 億円） 

独立行政法人 国際協力機構  1,540 億円 (△ 52 億円) 

 

 

１．作成目的 

外務省の一般会計の財務状況を開示 

２．作成方法 
「省庁別財務書類の作成基準」に基づき作成 

３．各財務書類の表す財務情報 

（貸借対照表） 

資産及び負債の状況を開示 

（業務費用計算書） 

本年度に発生した費用の状況を開示 

（資産・負債差額増減計算書） 
貸借対照表の前年度末資産・負債差額と本年
度末資産・負債差額の増減を要因別に開示 

（区分別収支計算書） 
歳入歳出決算の財政資金の流れを区分別に
開示 

 

１． 主な事務としては、日本国の安全保障、対
外経済関係、経済協力、文化その他の国
際約束の締結、国際情勢に関する情報の
収集及び分析、海外における邦人の生命
及び身体の保護等を行っている。 
 

２． 定員数の合計：5,876 名（H.28.3.31 現在） 

 
３． 主な財政資金の流れ 
独立行政法人運営費交付金（169,989 百万円） 
援助費(105,263 百万円)、補助金(355 百万円) 
→連結対象法人（独立行政法人） 
補助金・委託費(7,858 百万円)→補助金団体等 
分担金・拠出金(325,133 百万円)→国際機関等 
援助費(61,113 百万円)→相手国政府等 
 
４． 歳入歳出決算の概要 
一般会計 

歳入決算(収納済歳入額)   25,565 百万円 
歳出決算（支出済歳出額） 876,605 百万円 

 

 

１．貸借対照表 

（資産） 

有形固定資産の増加 +111 億円 

・・・土地の増加 +83 億円 

出資金の増加  +1,305 億円 

・・・対独立行政法人国際協力機構  +1,314 億円 

２．業務費用計算書 

補助金等の減少 △11 億円 

委託費等の増加 +576 億円 

…委託費の増加 + 22 億円 

…拠出金の増加 +738 億円 

…援助費の減少 △181 億円 

 

３．資産・負債差額増減計算書 

本年度業務費用合計と財源合計との差額 

 △422 億円 

（左記(A) + (B)により算出） 

⇒企業会計の「当期純損失」に相当 

 

４．区分別収支計算書 

財源合計の増加 +327 億円 

配賦財源の増 +325 億円 

業務支出の増加 +318 億円 

庁費等の増加 +138 億円 

委託費等の増加 +161 億円 

 業務費用計算書 (単位:十億円） 

 前年度 27年度 増減 

人件費 72 76 3 

退職給付引当金等繰入額 5 6 0 

補助金等 4 2 △1 

委託費等 480 538 57 

運営費交付金 174 169 △4 

庁費等 69 83 14 

減価償却費 6 7 0 

貸倒引当金繰入額 △0 △0 0 

資産処分損益 0 0 △0 

その他の業務費用 26 29 3 

本年度業務費用合計 839 913 74 

 

 
資産・負債差額増減計算書 

(単位:十億円） 

 前年度 27年度 増減 

前年度末資産・負債差額 9,441 9,589 148 

本年度業務費用合計 (A) △839 △913 △74 

財源合計 (B) 843 875 31 

主管の財源 25 24 △0 

配賦財源 818 851 32 

無償所管換等 45 89 44 

資産評価差額 98 90 △8 

本年度末資産・負債差額 9,589 9,731 141 

（参考） (A) + (B) 3 △38 △42 

 区分別収支計算書 
(単位:十億円） 

 前年度 27年度 増減 

業務収支 2 3 0 

 財源 843 876 32 

 業務支出 △841 △873 △31 

財務収支 △2 △3 △0 

本年度収支（業務収支＋財務収支） - - - 

資金への繰入等 - - - 

本年度末現金・預金残高 - - - 

    

 

 
 
公債関連情報（仮定計算により算定） 

公債発行対象経費及び歳出決算額の累計額等
を基礎として配分される 
本年度末公債残高 12 兆 1,491 億円、  
本年度公債発行額      6,472 億円、 
本年度利払費       1,187 億円 

 

一般会計省庁別財務書類について 

外務省の業務等の概要 

主な増減内容 

参考情報 

主な科目の内訳 

 貸 借 対 照 表 
(単位:十億円） 

 前年度 27年度 増減  前年度 27年度 増減 

＜ 資産の部 ＞ ＜ 負債の部 ＞ 

現金・預金 - - - 未払金 1 0 △0 

未収金等 1 1 △0 賞与引当金 3 3 0 

貸倒引当金 △1 △1 0 退職給付引当金 61 59 △1 

有形固定資産 384 395 11 その他の負債 

      
5 6 1 

国有財産（公共用財産除く） 373 383 9     

物品 11 12 1     

無形固定資産 12 11 △0 負債合計 70 69 △0 

出資金 9,262 9,392 130 ＜ 資産・負債差額の部 ＞    

その他の資産 0 0 0 資産・負債差額 9,589 9,731 141 

資産合計 9,659 9,801 141 負債及び資産・負債差額合計 9,659 9,801 141 

        


